
議案第５１号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  令和元年９月４日 

 

提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 

 

（説明） 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係

条例について所要の規定の整備を行いたいので、この条例案を提出いたし

ます。  
 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例  
（青梅市職員定数条例の一部改正) 

第１条 青梅市職員定数条例（昭和２６年条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１条中「ならびに臨時に雇用される者」を削る。 

（青梅市職員の分限に関する条例の一部改正) 

第２条 青梅市職員の分限に関する条例（昭和２６年条例第５２号）の一

部を次のように改正する。 

第３条第２項を同条第３項とし、同項の前に次の１項を加える。 

２ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する前項の

規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは

「法第２２条の２第１項および第２項の規定にもとづき任命権者が定

める任期の範囲内」とする。 



（青梅市職員の懲戒に関する条例の一部改正) 

第３条 青梅市職員の懲戒に関する条例（昭和２６年条例第５１号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「地方公務員法」を「、地方公務員法」に、「第５条第１項

および第２９条第２項」を「第２９条第４項」に、「、および効果」を

「および効果」に改める。 

第３条中「給料の月額」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲

げる職員については、報酬の額（青梅市会計年度任用職員の報酬、費用

弁償および期末手当に関する条例（令和元年条例第 号）第３条の規定

により支給される報酬の額を除く。）」を加える。 

（青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正) 

第４条 青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和２６年

条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第２１条を次のように改める。 

（会計年度任用職員等に対する特例） 

第２１条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員および臨時的に任用される職員の勤務時間、休日、休暇等について

は、第２条から前条までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考

慮して、市規則で定める基準に従い任命権者が定める。 

（青梅市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第５条 青梅市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第３０号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１号を次のように改める。 

(1) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をい

う。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月

到達日」という。）までに、その任期（任期が更新される場合

にあっては、更新後のもの）が満了することおよび引き続き任

用されないことが明らかでない非常勤職員 

(ｳ) 勤務日数を考慮して市規則で定める非常勤職員 



イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養

育する子が１歳に達する日（以下この号および同条において「１

歳到達日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育

児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしてい

る非常勤職員に限る。） 

ウ 第２条の４に規定する場合に該当する非常勤職員（当該非常勤

職員の養育する子の１歳６か月到達日において育児休業をしてい

る非常勤職員に限る。） 

エ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該育児休業にかかる子について、当

該任期が更新され、または当該任期の満了後に引き続き任用され

ることに伴い、当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用さ

れる日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするも

の 

第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) 次号および第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育す

る子の１歳到達日 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の

１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するために育

児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条および次

条において「地方等育児休業」という。）をしている場合において

当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当

該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後

である場合または当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を

除く。） 当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業

の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子

の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数をいう。）から育児



休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準

法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項および第２項の規定

による産前産後の休業または青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（昭和２６年条例第４１号。以下「勤務時間条例」と

いう。）第１３条の規定による産前および産後の休養により勤務し

なかった日数と当該子について育児休業をした日数を合算した日数

をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、

当該経過する日） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職

員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業または当該非常勤職員の配偶者が

同号に掲げる場合もしくはこれに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当

該任期が更新され、または当該任期の満了後に引き続き任用される

ものにあっては、当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用さ

れる日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該子の

１歳６か月到達日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）におい

て育児休業している場合または当該非常勤職員の配偶者が当該子

の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継

続的な勤務のために必要と認められる場合として市規則で定める



場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か

月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の

１歳６か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間におい

てこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、

または当該任期の満了後に引き続き任用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日または当該引き続き任用される日）を育児休業の期

間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のい

ずれにも該当するときとする。 

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日に

おいて育児休業をしている場合または当該非常勤職員の配偶者が当

該子の１歳６か月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１歳６か月到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場

合 

(2) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすること

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定

める場合に該当する場合 

第３条に次の２号を加える。 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員が、当該育児休業にかかる子について、当該任期が更

新され、または当該任期の満了後に引き続き任用されることに伴い、

当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用される日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとすること。 

第５条の３第２項中「育児休業をしている職員」の次に「（地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる

職員を除く。）」を加える。 

第６条中「育児休業をした職員」の次に「（地方公務員法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。 



第８条中「定める職員は、」の次に「次の各号のいずれにも該当する」

を加え、「（昭和２５年法律第２６１号）」を削り、「職を占める職員」

の次に「（以下「再任用短時間勤務職員」という。）を除く。）」を加

え、同条に次の２号を加える。 

(1) 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

(2) 勤務日数および勤務日ごとの勤務時間を考慮して市規則で定める非

常勤職員 

第９条を次のように改める。 

（部分休業の承認） 

第９条 部分休業（育児休業法第１９条第 1 項に規定する部分休業をい

う。以下同じ。）の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（再任用短

時間勤務職員を除く。以下この条および次条において同じ。）にあっ

ては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始めまたは終

わりにおいて、３０分を単位として行うものとする。 

２ 勤務時間条例第１５条第１項の規定による育児時間または勤務時間

条例第１８条の６の２第１項の規定による介護時間の承認を受けて勤

務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の承認につい

ては、１日につき２時間から当該育児時間または介護時間の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該

非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分

を減じた時間（当該非常勤職員が育児時間または介護時間の承認を受

けて勤務しない場合にあっては、当該時間から当該承認を受けて勤務

しない時間を減じた時間）を超えない範囲内で行うものとする。 

第１０条に見出しとして「（部分休業をしている職員の給与の取扱い）」

を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 非常勤職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、当該職

員に支給する報酬の額（給与条例第９条に規定する通勤手当に相当す

る額を除く。）のうちその勤務しない時間数に相当する額を減額する。 

（青梅市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正) 

第６条 青梅市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年

条例第１７号）の一部を次のように改正する。 



第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

の一部改正) 

第７条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する

条例（平成１５年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条」に改める。 

（青梅市非常勤の特別職の職員の報酬および費用弁償に関する条例の一

部改正) 

第８条 青梅市非常勤の特別職の職員の報酬および費用弁償に関する条例

（昭和３１年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「掲げる者（」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第 

２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。」を加える。 

 別表医療業務に従事する非常勤の職員の項を削る。 

（青梅市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正) 

第９条 青梅市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第１２

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「にもとづき職員（」の次に「同法第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員および」を加える。 

第１１条第１項中「第１８条の４までおよび第１８条の６」を「第  

１８条の７まで（第１８条の５および第１８条の６の２を除く。）」に

改める。 

第１９条の３を次のように改める。 

（臨時的任用職員の給与） 

第１９条の３ 臨時的任用職員の給与は、常勤の職員との均衡を考慮し

て、任命権者が定める。 

（青梅市職員退職手当支給条例の一部改正) 

第１０条 青梅市職員退職手当支給条例（昭和２６年条例第３４号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

（青梅市職員の旅費に関する条例の一部改正) 

第１１条 青梅市職員の旅費に関する条例（昭和２６年条例第１３号）の



一部を次のように改正する。 

第１条中「一般職の職員（」の次に「同法第２２条の２第１項第１号

に掲げる職員および」を加える。 

（青梅市病院事業企業職員定数条例の一部改正） 

第１２条 青梅市病院事業企業職員定数条例（平成２０年条例第４２号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「臨時に雇用される者を除く。」を削る。 

（青梅市病院事業企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部

改正） 

第１３条 青梅市病院事業企業職員の給与の種類および基準に関する条例

（平成１６年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「（臨時任用の職員を除く。）」を削る。 

第２１条を次のように改める。 

（非常勤職員等の給与） 

第２１条 病院事業企業職員で職員以外のものに対する給与は、職員の

給与との権衡を考慮して、別に管理者が定めるところにより支給する。 

（多摩川競走場臨時従事員の給与の種類および基準に関する条例の一部

改正） 

第１４条 多摩川競走場臨時従事員の給与の種類および基準に関する条例

（平成２５年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

題名および第１条中「多摩川競走場臨時従事員」を「多摩川モーター

ボート競走場従事員」に改める。 

第２条中「多摩川競走場」を「多摩川モーターボート競走場」に、「第

２２条第５項」を「第２２条の２第１項第１号」に改め、「臨時的に」

を削る。 

付 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 



1 

議案第５１号 

参 考 資 料 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例要綱 

１ 整備の理由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律

第２９号）の施行に伴い、関係条例について所要の規定の整備を行おう

とするものである。 

２ 整備の内容 

(1) 青梅市職員定数条例 

定数の対象外となる職員の範囲から「臨時に雇用される者」を削る。

（第１条関係） 

(2) 青梅市職員の分限に関する条例 

会計年度任用職員が心身の故障のため長期の休養を要する場合に

おいて、休職を命ずることができる期間は「地方公務員法第２２条の

２第１項および第２項の規定にもとづき任命権者が定める任期の範囲

内」とする旨を定める。（第３条関係） 

(3) 青梅市職員の懲戒に関する条例 

ア 会計年度任用職員に減給処分をする場合は、基本報酬の額の５分

の１以下に相当する額までとする旨を定める。（第３条関係） 

イ その他所要の規定の整備 

(4) 青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 

会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等については、その職務

の性質等を考慮して、市規則で定める基準に従い任命権者が定めるこ

ととする。（第２１条関係） 

(5) 青梅市職員の育児休業等に関する条例 

一定の要件に該当する非常勤職員を、育児休業をすることができる

職員の範囲に含めることとする。（第２条、第２条の３、第２条の４、

第３条、第５条の３、第６条、第８条、第９条、第１０条関係） 

(6) 青梅市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例 

地方公務員法の引用条項名の整備（第２条関係） 

(7) 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する
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条例 

地方公務員法の引用条項名の整備（第２条関係） 

(8) 青梅市非常勤の特別職の職員の報酬および費用弁償に関する条例 

ア 条例の対象となる職員の範囲から、会計年度任用職員を除外する。

（第１条関係） 

イ その他所要の規定の整備 

(9) 青梅市一般職の職員の給与に関する条例 

ア 条例の対象となる職員の範囲から、会計年度任用職員を除外する。

（第１条関係） 

イ その他所要の規定の整備 

(10) 青梅市職員退職手当支給条例 

退職手当の支給対象外となる職員に関する規定の整備（第２条関係） 

(11) 青梅市職員の旅費に関する条例 

条例の対象となる職員の範囲から、会計年度任用職員を除外する。

（第１条関係） 

(12) 青梅市病院事業企業職員定数条例 

定数の対象外となる職員の範囲から「臨時に雇用される者」を削る。

（第１条関係） 

(13) 青梅市病院事業企業職員の給与の種類および基準に関する条例 

ア 条例の対象外となる職員の範囲から「臨時任用の職員」を削る。

（第２条関係） 

イ その他所要の規定の整備 

(14) 多摩川競走場臨時従事員の給与の種類および基準に関する条例 

ア 職の名称を「多摩川競走場臨時従事員」から「多摩川モーターボ

ート競走場従事員」に改める（題名・第１条関係） 

イ 地方公務員法の引用条項名の整備（第２条関係） 

ウ その他所要の規定の整備 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 
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議案第５１号

参 考 資 料

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例新旧対照表 

 

○第１条による改正（青梅市職員定数条例（昭和26年条例第33号）） 

改正後 現行 備考 

   

（定義） （定義）  

第１条 この条例で「職員」とは、市長、教育委員会、議会、選挙管理

委員会、農業委員会および監査委員の所管に属する部門に常時勤務す

る地方公務員（副市長および教育長             を除

く。以下「常時勤務職員」という。）ならびに地方公務員法（昭和25

年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）をいう。 

第１条 この条例で「職員」とは、市長、教育委員会、議会、選挙管理

委員会、農業委員会および監査委員の所管に属する部門に常時勤務す

る地方公務員（副市長および教育長ならびに臨時に雇用される者を除

く。以下「常時勤務職員」という。）ならびに地方公務員法（昭和25

年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）をいう。 

 

   

 
○第２条による改正（青梅市職員の分限に関する条例（昭和26年条例第52号）） 

改正後 現行 備考 

   

（休職の期間） （休職の期間）  

第３条 法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の期

間は、３年を超えない範囲内において休養を要する程度に応じ個々の

場合について任命権者が定める。 

第３条 法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の期

間は、３年を超えない範囲内において休養を要する程度に応じ個々の

場合について任命権者が定める。 

 

２ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する前項の規

定の適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「法

第22条の２第１項および第２項の規定にもとづき任命権者が定める任

期の範囲内」とする。 

  

３ 略 ２ 略  

   

 
○第３条による改正（青梅市職員の懲戒に関する条例（昭和26年条例第51号）） 

改正後 現行 備考 

   

（この条例の目的） （この条例の目的）  

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」第１条 この条例は地方公務員法 （昭和25年法律第261号。以下「法」 
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という。）第29条第４項         の規定にもとづき職員の

懲戒の手続および効果 その他懲戒に関し規定することを目的とす

る。 

という。）第５条第１項および第29条第２項の規定にもとづき職員の

懲戒の手続、および効果 その他懲戒に関し規定することを目的とす

る。 

   

（減給の効果） （減給の効果）  

第３条 減給は１日以上６月以下の範囲で、給料の月額（法第22条の２

第１項第１号に掲げる職員については、報酬の額（青梅市会計年度任

用職員の報酬、費用弁償および期末手当に関する条例（令和元年条例

第 号）第３条の規定により支給される報酬の額を除く。）の５分の

１以下に相当する額を、給与から減ずるものとする。 

第３条 減給は１日以上６月以下の範囲で、給料の月額        

                                

                                

                           の５分の

１以下に相当する額を、給与から減ずるものとする。 

 

   

 
○第４条による改正（青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和26年条例第41号）） 

改正後 現行 備考 

   

（会計年度任用職員等に対する特例） （臨時職員に対する特例）  

第21条 地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員お

よび臨時的に任用される職員の勤務時間、休日、休暇等については、

第２条から前条までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮し

て、市規則で定める基準に従い任命権者が定める。 

第21条 失業対策事業および公共事業のため公共職業安定所から失業者

として紹介を受けて雇用した技術者、技能者、監督者および行政事務

を担当する職員ならびに臨時に雇用する職員の勤務時間、休日、休暇

に関しては任命権者が定める。 

 

   

 
○第５条による改正（青梅市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第30号）） 

改正後 現行 備考 

   

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員）  

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

 

(１) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 (１) 非常勤職員  

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員   

(ア) 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員   

(イ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子を

いう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月

到達日」という。）までに、その任期（任期が更新される場合に

あっては、更新後のもの）が満了することおよび引き続き任用
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されないことが明らかでない非常勤職員 

(ウ) 勤務日数を考慮して市規則で定める非常勤職員   

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養

育する子が１歳に達する日（以下この号および同条において「１

歳到達日」という。）（当該子について当該非常勤職員がする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている

非常勤職員に限る。） 

  

ウ 第２条の４に規定する場合に該当する非常勤職員（当該非常勤

職員の養育する子の１歳６か月到達日において育児休業をしてい

る非常勤職員に限る。） 

  

エ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該育児休業にかかる子について、当

該任期が更新され、または当該任期の満了後に引き続き任用され

ることに伴い、当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用さ

れる日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするも

の 

  

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略  

   

第２条の２ 略 第２条の２ 略  

   

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）   

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

  

(１) 次号および第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育

する子の１歳到達日 

  

(２) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の

１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するために育

児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条および次

条において「地方等育児休業」という。）をしている場合において当

該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後で

ある場合または当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除

く。） 当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期
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間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出

生の日から当該子の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等

取得日数（当該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭

和22年法律第49号）第65条第１項および第２項の規定による産前産

後の休業または青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

（昭和26年条例第41号。以下「勤務時間条例」という。）第13条の規

定による産前および産後の休養により勤務しなかった日数と当該子

について育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた

日数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する日） 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤

職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業または当該非常勤職員の配偶者

が同号に掲げる場合もしくはこれに相当する場合に該当してする地

方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末

日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異な

るときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当

該任期が更新され、または当該任期の満了後に引き続き任用される

ものにあっては、当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用さ

れる日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該子の

１歳６か月到達日 

  

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）におい

て育児休業している場合または当該非常勤職員の配偶者が当該子

の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

  

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継

続的な勤務のために必要と認められる場合として市規則で定める

場合に該当する場合 
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（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）   

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か

月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の

１歳６か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間におい

てこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日と

する育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、

または当該任期の満了後に引き続き任用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日または当該引き続き任用される日）を育児休業の期

間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のい

ずれにも該当するときとする。 

  

(１) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日

において育児休業をしている場合または当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳６か月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳６か月到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている

場合 

  

(２) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をするこ

とが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で

定める場合に該当する場合 

  

   

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間） 

 

第２条の５ 略 第２条の３ 略  

   

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）  

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

 

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略  

(７) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。   

(８) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員が、当該育児休業にかかる子について、当該任期が

更新され、または当該任期の満了後に引き続き任用されることに伴

い、当該任期の末日の翌日または当該引き続き任用される日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。 
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（期末手当等の支給） （期末手当等の支給）  

第５条の３ 略 第５条の３ 略  

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項

第１号に掲げる職員を除く。）のうち、基準日以前６か月以内の期間に

おいて勤務した期間がある職員には、当該基準日にかかる勤勉手当を

支給する。 

２ 給与条例第19条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員                           

              のうち、基準日以前６か月以内の期間に

おいて勤務した期間がある職員には、当該基準日にかかる勤勉手当を

支給する。 

 

   

（職務復帰後における給与等の取扱い） （職務復帰後における給与等の取扱い）  

第６条 育児休業をした職員（地方公務員法第22条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合において、他の職

員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を

100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日およびその日後における最初

の職員の昇給を行う日またはそのいずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の号給を調整することができる。 

第６条 育児休業をした職員                    

             が職務に復帰した場合において、他の職

員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を

100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日およびその日後における最初

の職員の昇給を行う日またはそのいずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の号給を調整することができる。 

 

   

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員）  

第８条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次の各号のい 

ずれにも該当する非常勤職員（地方公務員法            

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再

任用短時間勤務職員」という。）を除く。）とする。 

第８条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、       

        非常勤職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員       

               を除く。）とする。 

 

(１) 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員   

(２) 勤務日数および勤務日ごとの勤務時間を考慮して市規則で定め

る非常勤職員 

  

   

（部分休業の承認） （部分休業）  

第９条 部分休業（育児休業法第19条第1項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（再任用短時間勤

務職員を除く。以下この条および次条において同じ。）にあっては、当

該非常勤職員について定められた勤務時間）の始めまたは終わりにお

いて、30分を単位として行うものとする。 

第９条 部分休業の承認は、正規の勤務時間の始めまたは終わりにおい

て、１日を通じて２時間（部分休業により養育しようとする子につい

て、職員（青梅市病院事業企業職員の給与の種類および基準に関する

条例（平成16年条例第25号）の適用を受ける職員を除く。以下この条

および次条において同じ。）が青梅市職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（昭和26年条例第41号。以下「勤務時間条例」という。）

第15条第１項の規定による育児時間または勤務時間条例第18条の６の

２第１項に規定する介護時間を承認されているときは、２時間から当
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該育児時間または介護時間を減じた時間）を超えない範囲内で、職員

の託児の態様、通勤の状況等から必要とされる時間について、30分を

単位として行うものとする。 

２ 勤務時間条例第15条第１項の規定による育児時間または勤務時間条

例第18条の６の２第１項の規定による介護時間の承認を受けて勤務し

ない職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の承認については、

１日につき２時間から当該育児時間または介護時間の承認を受けて勤

務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

  

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該

非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を

減じた時間（当該非常勤職員が育児時間または介護時間の承認を受け

て勤務しない場合にあっては、当該時間から当該承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間）を超えない範囲内で行うものとする。 

  

   

（部分休業をしている職員の給与の取扱い）   

第10条 略 第10条 略  

２ 非常勤職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、当該職

員に支給する報酬の額（給与条例第９条に規定する通勤手当に相当す

る額を除く。）のうちその勤務しない時間数に相当する額を減額する。

  

   

 
○第６条による改正（青梅市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成14年条例第17号）） 

改正後 現行 備考 

   

（職員の派遣） （職員の派遣）  

第２条 略 第２条 略  

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。 

 

(１)および(２) 略 (１)および(２) 略  

(３) 地方公務員法第22条   に規定する条件付採用になっている

職員 

(３) 地方公務員法第22条第１項に規定する条件付採用になっている

職員 

 

(４)および(５) 略 (４)および(５) 略  

３ 略 ３ 略  
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○第７条による改正（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成15年条例第25号）） 

改正後 現行 備考 

   

（職員の派遣） （職員の派遣）  

第２条 略 第２条 略  

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次の各号に掲げる

職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次の各号に掲げる

職員とする。 

 

(１)および(２) 略 (１)および(２) 略  

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条に規定する条件付

採用になっている職員 

(３) 地方公務員法第22条第１項        に規定する条件付

採用になっている職員 

 

(４)および(５) 略 (４)および(５) 略  

   

 
○第８条による改正（青梅市非常勤の特別職の職員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和31年条例第16号）） 

改正後 現行 備考 

   

（通則） （通則）  

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２の規定にもとづ

き、同条第１項に掲げる者（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。以下「特別職の職員」と

いう。）に対し支給する報酬および費用弁償に関しては、別に定めの

あるものを除き、この条例の定めるところによる。 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２の規定にもとづ

き、同条第１項に掲げる者（                   

                    以下「特別職の職員」と

いう。）に対し支給する報酬および費用弁償に関しては、別に定めの

あるものを除き、この条例の定めるところによる。 

 

   

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係）  

 区分 報酬額 費用弁償額   区分 報酬額 費用弁償額   

 略 略 副市長相当額   略 略 副市長相当額   

       医療業務に従事する非常

勤の職員 

月額 2,100,000円の範

囲内で市長が定める。 

    

 略   略   

   

 
○第９条による改正（青梅市一般職の職員の給与に関する条例（昭和26年条例第12号）） 

改正後 現行 備考 
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（この条例の目的） （この条例の目的）  

第１条 この条例は地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」と

いう。）第24条第５項の規定にもとづき職員（同法第22条の２第１項

に規定する会計年度任用職員および青梅市病院事業企業職員の給与の

種類および基準に関する条例（平成16年条例第25号）の適用を受ける

職員を除く。）の給与に関する事項を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」と

いう。）第24条第５項の規定にもとづき職員（           

                青梅市病院事業企業職員の給与の

種類および基準に関する条例（平成16年条例第25号）の適用を受ける

職員を除く。）の給与に関する事項を定めることを目的とする。 

 

   

（給与の減額） （給与の減額）  

第11条 職員が勤務しないときは、勤務時間条例第７条の２第１項に規

定する時間外勤務代休時間である場合、休日（勤務時間条例第８条に

規定する日をいう。以下同じ。）である場合、勤務時間条例第９条か

ら第18条の７まで（第18条の５および第18条の６の２を除く。）に規

定する休暇等を承認され勤務しなかつた場合およびその勤務しないこ

とにつき任命権者の承認があつた場合を除くほか、その勤務しない１

時間につき第15条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額した給

与を支給する。 

第11条 職員が勤務しないときは、勤務時間条例第７条の２第１項に規

定する時間外勤務代休時間である場合、休日（勤務時間条例第８条に

規定する日をいう。以下同じ。）である場合、勤務時間条例第９条か

ら第18条の４までおよび第18条の６             に規

定する休暇等を承認され勤務しなかつた場合およびその勤務しないこ

とにつき任命権者の承認があつた場合を除くほか、その勤務しない１

時間につき第15条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額した給

与を支給する。 

 

２および３ 略 ２および３ 略  

   

（臨時的任用職員の給与） （臨時職員の給与）  

第19条の３ 臨時的任用職員の給与は、常勤の職員との均衡を考慮して、

任命権者が定める。 

第19条の３ 失業対策事業および公共事業のため公共職業安定所から失

業者として紹介を受けて雇用した技術者、技能者、監督者および行政

事務を担当する職員および臨時に雇用する職員ならびに非常勤の職員

（再任用短時間勤務職員を除く。）の給与は、常勤の職員との均衡を

考慮して、任命権者が定める。 

 

   

 
○第10条による改正（青梅市職員退職手当支給条例（昭和26年条例第34号）） 

改正後 現行 備考 

   

（条例の適用の範囲） （条例の適用の範囲）  

第２条 この条例の規定による退職手当は職員が退職した場合にその者

（死亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。ただし、次に

掲げる者には支給しない。 

第２条 この条例の規定による退職手当は職員が退職した場合にその者

（死亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。ただし、次に

掲げる者には支給しない。 

 

(１)および(２) 略 (１)および(２) 略  

 (３) 臨時に嘱託および雇用された者  
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(３) 略 (４) 略  

   

 
○第11条による改正（青梅市職員の旅費に関する条例（昭和26年条例第13号）） 

改正後 現行 備考 

   

（この条例の目的および適用の範囲） （この条例の目的および適用の範囲）  

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第２

項に規定する青梅市（以下「市」という。）の一般職の職員（同法第

22条の２第１項第１号に掲げる職員および青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関する条例（平成16年条例第25号）の適用を

受ける職員を除く。）、市長、副市長および教育長（以下「職員」と

いう。）が公務のため旅行した場合支給する旅費について定めること

を目的とする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第２

項に規定する青梅市（以下「市」という。）の一般職の職員（    

                   青梅市病院事業企業職員の

給与の種類および基準に関する条例（平成16年条例第25号）の適用を

受ける職員を除く。）、市長、副市長および教育長（以下「職員」と

いう。）が公務のため旅行した場合支給する旅費について定めること

を目的とする。 

 

   

 
○第12条による改正（青梅市病院事業企業職員定数条例（平成20年条例第42号）） 

改正後 現行 備考 

   

（定義） （定義）  

第１条 この条例において「職員」とは、病院事業管理者の所管に属す

る部門に常時勤務する地方公務員（             以下

「常時勤務職員」という。）および地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員」という。）をいう。 

第１条 この条例において「職員」とは、病院事業管理者の所管に属す

る部門に常時勤務する地方公務員（臨時に雇用される者を除く。以下

「常時勤務職員」という。）および地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員」という。）をいう。 

 

   

 
○第13条による改正（青梅市病院事業企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平成16年条例第25号）） 

改正後 現行 備考 

   

（給与の種類） （給与の種類）  

第２条 病院事業企業職員で常時勤務を要するもの          

    および地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１

項または第28条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占める職員

（以下これらを「職員」という。）の給与の種類は、給料および手当

第２条 病院事業企業職員で常時勤務を要するもの（臨時任用の職員を

除く。）および地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１

項または第28条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占める職員

（以下これらを「職員」という。）の給与の種類は、給料および手当
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とする。 とする。 

２および３ 略 ２および３ 略  

   

（非常勤職員等の給与） （臨時任用の職員の給与）  

第21条 病院事業企業職員で職員以外のものに対する給与は、職員の給

与との権衡を考慮して、別に管理者が定めるところにより支給する。 

第21条 常勤または非常勤の臨時任用の職員に対する給与は、職員の給

与との権衡を考慮して定め、支給する。 

 

   

 
○第14条による改正（多摩川競走場臨時従事員の給与の種類および基準に関する条例（平成25年条例第20号）） 

改正後 現行 備考 

   

多摩川モーターボート競走場従事員の給与の種類および基 

準に関する条例 

   多摩川競走場臨時従事員     の給与の種類および基 

準に関する条例 

   

（目的） （目的）  

第１条 この条例は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27

年法律第289号。以下「地方公営企業等労働関係法」という。）附則第

５項において準用する地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条

第４項の規定にもとづき、多摩川モーターボート競走場従事員（以下

「従事員」という。）の給与の種類および基準に関し必要な事項を定

めることを目的とする。 

第１条 この条例は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27

年法律第289号。以下「地方公営企業等労働関係法」という。）附則第

５項において準用する地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条

第４項の規定にもとづき、多摩川競走場臨時従事員     （以下

「従事員」という。）の給与の種類および基準に関し必要な事項を定

めることを目的とする。 

 

   

（従事員の定義） （従事員の定義）  

第２条 この条例において「従事員」とは、地方公営企業等労働関係法

附則第５項の規定により同法の規定が準用される者で、多摩川モータ

ーボート競走場の業務に関し、地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条の２第１項第１号の規定にもとづき、青梅市に必要に応じて期

日を定めて    雇用されるものをいう。 

第２条 この条例において「従事員」とは、地方公営企業等労働関係法

附則第５項の規定により同法の規定が準用される者で、多摩川競走場 

        の業務に関し、地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条第５項     の規定にもとづき、青梅市に必要に応じて期

日を定めて臨時的に雇用されるものをいう。 

 

   

 
   

付 則   

この条例は、令和２年４月１日から施行する。   

   

 


